














（What our organization is）を組織アイデンティティという．組織アイデンティフィケーション（以
下 OID）とは，従業員自身のアイデンティティ（Who I am）に対して，所属組織の一員としての自
身のアイデンティティを指す（Who I am as a member of the organization）．組織へのコミットメン
トやロイヤルティ，思い入れ，オーナーシップなど，類似した概念も多くあるが，OIDは，成員が
その組織を同一視すること（oneness）を捉える概念であり（小玉・戸梶 2010），コミットメントな
どは組織と成員との間の社会的・経済的交換の結果として生じるものとされる（Meyer, Becker & 
van Dick 2006）．Heskett, Sasser & Wheeler（2008）はオーナーシップという用語によって，成員に
よる組織の同一視を捉えたが，測定されるオーナーシップの概念は OIDのそれと同じである．
























して個別に抱かれるものである．Black, Gregersen & Mendenhall（1992）は，海外赴任者が本国本
社に対して望ましい OIDをもち，かつ，現地法人に対しても同様の OIDをもつことが重要であると
規範的に述べた．Smale, Bjorkman, Ehrnrooth, Makela & Smelius（2015）は，こうした「二重のア
イデンティフィケーション」がもたらす帰結を明らかにすることが不可欠であると述べている．
さらに，筆者らのヒアリング調査によると，海外赴任者は「アイデンティティの揺らぎ」を経験
していることが想定される（Fukutomi, Kuroiwa & Kotani 2016; Fukutomi, Yamashita, Uehara, 






























を，変革型および取引型リーダーシップには Dubinsky, Yammarino, Jolson & Spangler（1995）およ






明確なビジョン お勤め先の企業には明確なビジョンがある 4.96 1.40
ビジョンの共有 企業のビジョンは，社員に対して十分に共有されている 4.61 1.36
変革型リーダー 上司（直接あなたを管理する立場の方）は，私たちの向かう将来の姿を上手に描いている 4.41 1.40
変革型リーダー 上司（直接あなたを管理する立場の方）は，共通する目標に向けてチームとしての協力を促している 4.57 1.38
取引型リーダー 私の仕事上の成果を，上司（直接あなたを管理する立場の方）は見てくれている 4.54 1.35
手続き的公正 本社のさまざまな意思決定に対して，自分の意見を述べることができる 4.54 1.36
手続き的公正 海外事業のさまざまな意思決定に関わっている 4.26 1.59
手続き的公正 普段お仕事を一緒にしている同僚やチームの意思決定に関わっている 4.68 1.39
手続き的公正 お勤め先のさまざまな意思決定は一貫している 4.35 1.38

























シェア シェアを伸ばしている 4.40 1.20
新規顧客 新規顧客の獲得に成功している 4.38 1.21
既存顧客 既存顧客の維持に成功している 4.60 1.21
投資収益率 投資額に対して高い収益性を実現している 4.22 1.22
顧客満足 高い顧客満足を実現している 4.49 1.17
知名度 自社の製品・商品やサービスの知名度が高い 4.37 1.27
人材育成 海外経験を通じて優秀な人材が育成されている 4.40 1.25













それぞれ 1因子として想定することが妥当であった（前者は 1因子の寄与率が 62.43％で，各変数の




らびにフードサービス業従事者のオーナーシップと比較する．本調査における OIDの第 2と第 3の
項目である，「組織への賞賛が自らへの賞賛」，「組織の成功が自らの成功」が比較対象のオーナーシッ
プ尺度に該当する．海外赴任者の OIDの平均値は 4.42から 4.70であり，サービス業全般に就く 1,518
名の 4.23から 4.59，フードサービス業に就く 515名の 4.60から 4.85と比べて顕著な差はないけれど
も，その標準偏差は，海外赴任者の OIDが 1.28から 1.31，サービス業の 1.48から 1.54，フードサー
ビス業の 1.58から 1.62に比べて低い値をみせている．







なビジョンは本社に対する OIDを向上する．なお，この回帰分析において，VIF（Variance Inflation 

















独立変数 標準化係数 p 標準化係数 p
明確なビジョン .174 ＊＊＊ .094
ビジョンの共有 .114 ＊ .093




手続き的公正 .002 .186 ＊＊＊
手続き的公正 .217 ＊＊＊ .228 ＊＊＊
手続き的公正 -.035 -.038
情報的公正 .097 .014
調整済み R2 .276 .255















































































































の関わり（および事業成果への影響）については稿を改めて論じる（Fukutomi, Yamashita, Uehara, 
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In this paper, we are to conduct a quantitative examination of the relationship between organizational identification of 
personnel posted overseas and its antecedents and performance of the international business unit. 657 personnel who had 
been posted abroad by Japanese companies for at least over one year responded to our research. When a personnel has a 
strong dual identification; when he or she feels strong identification with headquarter and the international business unit, 
better business performance is expected. Nonetheless, organizational identification with the international business unit does 
not show a simple linearity with its performance. Dual identification contributes to performance only after an organization 
improves its antecedents. When it makes its vision clear, when appropriate leadership is exercised, and when it ensures its 
organizational justice.
